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 １９ 公有地の拡大の推進に関する法律 
                                〔都市計画区域内の土地の先買い制度〕（第４条、第５条） 
 
 法 の 趣 旨 
 
 
 

  都市の健全な発展と秩序ある整備を促進するために必要な土地の先買い制

度の整備、地方公共団体に代わって土地の取得を行うことを目的とする土地

開発公社の創設、その他の措置を講ずることにより公有地の拡大の計画的な

推進を図り、もって地域の秩序ある整備と公共の福祉の増進に資する。 

 
届出等の必要な 
 行為 

 
 法で定める土地の所有者が次の行為を行おうとする場合 
 第４条（届出） 土地を有償で譲り渡す。 
 第５条（申出） 地方公共団体等による土地の買取を希望する。 
 
  ※ 届出等をした者は、下記に掲げる日又は時までの間、当該土地  

  を第三者に譲り渡すことができません。 
① 買取り協議団体がある旨の通知があった場合、当該通知があっ

た日から起算して３週間を経過する日（その期間内に買取り協議

が成立しないことが明らかになったときは、その時） 
② 買取り協議団体がない旨の通知があった場合、当該通知があっ

た時 
③ 上記通知がない場合、当該届出等をした日から起算して３週間

を経過する日 
届出・申出の区分表 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 土 地 の 所 在 地 土地の規模 届出の要否 申出の可否  
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○法第４条第１項第１～５号に規定 

 する区域内に所在する土地 
  (1) 都市計画施設の区域 

 
 
 200 ㎡未満 
  の土地 
 

 
 

不要 
 
 

 
 

否 
 
 

  (2) 道  路 
      都市公園 
      河  川 

  
予定区域 

  

  
(3) 土地区画整理促進区域内の土地

区画整理事業で、知事が指定・公

告したものの施行区域 
(4) 住宅街区整備事業の施行区域 
(5) 生産緑地地区の区域 

 
 
  200 ㎡以上 
  の土地 

 
 

要 
 

 
 

可 
 

 
 
 
 
 
○ その他の土地 
 
 
 
 

  200 ㎡未満 
  の土地 

不要 
 

否 
 

  200 ㎡以上 
  の土地 

不要 
 

可 
 

  市街化区域内 

の 5,000 ㎡ 
 以上の土地 

 
要 

 

 
可 

 
  市街化区域・ 

市街化調整区 

域以外の都市 
  計画区域内の 
  10,000㎡以上 
  の土地 

 
 

要 
 
 

 
 

可 
 
 

都市計画 
区域外の 
土地 
 

 
都市計画施設の区域 

 
 

  200 ㎡未満 
  の土地 

不要 
 

否 
 

  200 ㎡以上 
  の土地 

要 
 

可 
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（注） 

 (1) 土地の規模については、筆ごとの面積ではなく、連続性のある一団の土地の面積で判

断する。 
 (2)  国土利用計画法第 27 条の 4 第 1 項又は同法第 27 条の７第 1 項の届出は公拡法第 4

条第 3項の規定により同第 1項の届出とみなす。 
（但し、公拡法が本来的に届出を必要としているものに限る） 

 (3)  本法でいう都市計画施設とは、都市計画によってその位置及び施設の種類が定めら

れた、都市計画法第 11 条第 1項各号に掲げる施設（都市施設）をいう。 
 
 
 
 
 
 

※ 「土地を有償で譲り渡そうとするとき（届出が必要な場合）」とは？ 
通常の売買、代物弁済、交換、抵当直流れの特約、売渡担保の設定等の行為

を行う場合です。 
寄付、贈与、抵当権・不動産質権・地上権・借地権の設定、土地の収用、 

競売、滞納処分等の場合は不要です。 

 
 
 
 
 

 

 
 決定（容認）権者 
 
 
 
 
 
 
 

 
知事 
 ※ 法の改正により、市においては当該市長、県条例により当該事務の移譲を受け 

 ている下記の町村においては当該町村の長が決定する。 
 
 
      

桑折町、大玉村、鏡石町、南会津町、会津坂下町、西郷村、中島村 

矢吹町、玉川村、平田村、浅川町、楢葉町 
 
 
 
 

 

                              
 
 決定（容認）基準 
 

 
 届出等に係る土地が法第４条、第５条の規定に適合すること。（区分表参照） 
  地方公共団体等の買取り目的が法第９条に適合すること。 

 
 担 当 機 関 
 
 
 
 
 
 
 

 
 本庁 土木部 土木総務課 用地室 
 出先 建設事務所 総務部 行政課（南会津は総務課） 
 ※ 届出書・申出書の受理は市町村 
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手続フローチャート 
 
 土地所有者  
 
 市町村（受理）     
  

 
 
 
 市町村受理 
 から３週間 
 以内に通知 
 
 
 
 
 
 
 

 建設事務所（行政課）  
 
 土木総務課用地室  
 
 
 
 

  
買取りを希望する地方 
 公共団体等があるとき 
 

 
 

 
買取りを希望する地方 
公共団体等がないとき 

 
 

 
 
 
 
 

都道府県知事が 
買取りの協議を 
行う地方公共団 

体等を決定 

 
 
 
 

 
 
 

買取りの協議を行う 
 地方公共団体等 

 土地所有者  土地所有者    
 

 
   協   議  
                    
 成 立  不成立            第三者へ譲渡 
                    
          当該地方公共 
          団体等へ譲渡   
                    
 買取協議結果報告  (買取り協議を行った地方公共団体等が報告） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


